様式　９

　医療法人事業報告書等届
 eq \o\ad(医療法人事業報告書等届,　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　年　　　月　　　日
　　広　島　県　知　事　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(医療法人名,　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(理事長氏名,　　　　　　　　　　)　　　　　　　　
　年　月　日から　年　月　日までの決算を終了したので，次の書類を添えて届けます。

　　   

　　　  事業報告書

    財産目録

　　    貸借対照表

　　  　損益計算書

　　　　関係事業者との取引の状況に関する報告書

　　  　監事の監査報告書

　注　用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４とする。
（注）1　決算を承認した社員総会（理事会）の議事録の写し（理事長の原本と相違
ない旨の証明が必要）も添付すること。
２　貸借対照表及び損益計算書は，病院，診療所又は介護老人保健施設別のものを
提出する必要はなく，法人全体のものを提出すれば足りること。

　　　３　関係事業者との取引の状況に関する報告書は，取引がない場合，報告書の余白に「該当なし」と記載すること。

      ４　提出は毎会計年度終了後３月以内である。

  （添付書類）

　１　事業報告書
　２　財産目録

　３　貸借対照表

　　　様式３－１　病院，介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人
　　　様式３－２　診療所のみを開設する医療法人
　４　損益計算書

　　　様式４－１　病院，介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人

　　　様式４－２　診療所のみを開設する医療法人
　　５　関係事業者との取引の状況に関する報告書
　　６　監事の監査報告書

 Ａ．社会医療法人の場合，次の書類を添付すること。

　７　法第４２条の２第１項第１号から第６号の要件に該当する旨を説明する書類
 Ｂ．社会医療法人債を発行した社会医療法人の場合，次の書類を添付すること。

  ８　純資産変動計算書

  ９　キャッシュ・フロー計算書

１０　附属明細表

１１　公認会計士又は監査法人の監査報告書

１２　法第４２条の２第１項第１号から第６号の要件に該当する旨を説明する書類
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